
 

 

 

 

第５章 空き家対策の推進体制と進捗管理 
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５－１ 推進体制の整備                      

 

ここでは、第４章で掲げた空き家対策を推進していくための体制の整備につ

いて整理します。 

 

（１）深谷市空家等対策に関するネットワーク体制 

 

第３章で掲げた基本理念である空き家の管理や活用は所有者等の責任で行う

ことを基本としつつ、市を中心に、市民、関係機関、自治組織、事業者など、多

様な主体が協働して空き家対策に取り組むための体制を構築しています。 

本市においては、空き家総合相談窓口を協働推進部自治振興課に設け、相談

内容により、庁内関係部署と調整を行います。 

 

深谷市 空家等対策に関するネットワーク体制

深谷市

空家等対策審議会
（外部委員会）

空家等対策会議
（庁内委員会）

深谷市
自治会連合会

（公社）深谷市シルバー
人材センター

（公社）全日本不動産協会
埼玉県本部県央東支部

（公社）埼玉県宅建協会
埼玉北支部

空家等の
所有者

市民

空き家等の見守りに関する協定 空き家等の適正管理に関する協定

空き家の利活用の促進に関する協定

情報提供・相談

連絡調整連絡調整
調査依頼

見守り・相談
調査・報告

連絡調整

通知・
情報提供

相談 →

← 情報提供・契約

空家等の
データベース化

相談

埼玉縣信用金庫
連絡調整

熊谷商工信用組合
連絡調整

空き家活用ローンの取り扱いに関する覚書埼玉県

国

相談

通知・
情報提供

連絡調整

連絡調整

空き家総合相談窓口
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（２）深谷市空家等対策審議会 

 

条例第１０条の規定に基づき、設置する「深谷市空家等対策審議会」は、

地域住民、法務、不動産、建築、福祉等に関する学識経験者などで組織し、

空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関すること、特定空家等の認定

に関することなどについて審議します。 

 

（３）深谷市空家等対策会議 

 

防犯、防災、衛生、景観等の多岐にわたる政策課題が含まれる空き家対策

を実施するためには、横断的な取組が必要になります。 

そのため、副市長を会長とし、庁内関係部署の部長や課長で組織する「深

谷市空家等対策会議」を定期的に開催し、空き家に関する協議や情報共有を

行っています。 

 

 

深谷市空家等対策審議会

深谷市空家等対策会議

（事務局）

自治振興課

（委員）

企画課　財政課　資産税課　長寿福祉課

農業振興課　商工振興課　環境衛生課

都市計画課　建築住宅課　道路管理課

予防課　農業委員会

進捗状況の報告

検討結果の報告

計画案の作成及び変更並びに実施に関する協議

特定空家等の認定
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５－２ 進捗管理と評価                       

 

（１）進捗管理 

 

  計画は、その策定過程が重要であると同時に、着実に進めていくことが重

要になります。第４章で掲げた空き家対策の具体的な取組の進捗状況につい

て、その取組結果や実績を検証・評価し、空き家対策がより効果的かつ効率

的なものとなるよう、適宜計画の見直しを行うものとします。 

 

（２）評価 

 

  本計画の評価については、第２次深谷市総合計画（後期基本計画）におけ

るまちづくり指標を計画管理の目標値として掲げ、計画の推進を図ります。 

 

第２次深谷市総合計画におけるまちづくり指標 

指標名 
現状値 

（令和 3年度） 

目標値 

（令和 9年度） 
目標値の設定根拠 

空き家の 

解消軒数 
168 180 

毎年増減の変動がある空き家

解消軒数の過去最高値（180）と

同程度の水準を維持する目標

とした。 

空き家の 

総軒数 
1,497 1,687 

空き家の増加軒数を、調査を始

めた平成２６年度から令和３

年度の増加軒数の平均の７割

にとどめるよう目標値を設定

した。 

 

Plan
空家等対策計画の作成

Do
空家等対策計画の実行

Check
実施状況の検証

Action
空家等対策計画の見直し

Plan
空家等対策計画の作成

Do
空家等対策計画の実行

■自治会連合会と市の協働により実施している空き家の実態調査結果において把握し

た数値で、空き家の適正な管理、活用が行われているかを測る指標です。 

■本指標については、現在の空き家数の増加傾向が今後も続くことが予想されるた

め、現在の水準で維持することを目標とします。 
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